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事業報告（2022年６月１日から2023年５月31日まで）
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1 会社の株式に関する事項（2023年５月31日現在）
（1）発行可能株式総数 20,700,000株
（2）発行済株式の総数 5,148,506株（自己株式137,194株を除く）
（3）株主数 2,475名
（4）大株主

株主名 持株数 持株比率
株 ％

株式会社リッチモンド 2,097,600 40.7

上田満弘 375,700 7.3

MSIP CLIENT SECURITIES 335,400 6.5

上田雄太 302,400 5.9

上田トモ子 300,000 5.8

上田修平 300,000 5.8

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 145,000 2.8

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 53,357 1.0

野村秀雄 47,600 0.9

CACEIS BANK, LUXEMBOURG BRANCH/UCITS
CLIENTS ASSETS 43,000 0.8

（注） 持株比率は、自己株式（137,194株）を控除して計算しております。
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2 新株予約権等の状況
（1）当事業年度末日において職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

2018年３月発行
第１回新株予約権

発行決議日 2018年３月５日
新株予約権の総数 3,788個

新株予約権の目的となる株式の種類及び数
普通株式 378,800株

（新株予約権１個につき100株） （注）
新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり 200円

新株予約権の行使価額
新株予約権１個当たり 92,400円

（１株当たり 924円） （注）

新株予約権の行使期間 2020年９月１日から
2028年３月29日まで

新株予約権の主な行使条件 （注）

新株予約権の
割当対象者

取締役
（社外取締役除く）

新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

3,080個
308,000株

６名

当社使用人
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

575個
57,500株

12名

当社の子会社の使用人等
新株予約権の数
目的となる株式数
保有者数

133個
13,300株

２名
(注) 本新株予約権の行使条件は以下のとおりです。
① 新株予約権者は、当社の営業利益が、下記(a)乃至(c)に掲げる条件を充たしている場合、本新株予約権
を行使することができる。
（a）2020年５月期乃至2022年５月期のいずれかの期の営業利益が 500百万円を超過した場合： 20％
（b）2020年５月期乃至2023年５月期のいずれかの期の営業利益が 700百万円を超過した場合： 50％
（c）2020年５月期乃至2024年５月期のいずれかの期の営業利益が1,000百万円を超過した場合：100％
なお、上記における営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される連結損益計算書

（連結損益計算書を作成していない場合、損益計算書）における営業利益を参照するものとし、国際財務
報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取
締役会で定めるものとする。
また、行使可能割合の計算において、各新株予約権者の行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数
が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。
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② 本新株予約権の行使にあたっては、各新株予約権者に割当てられた本新株予約権のうち、上記①(a)乃
至(c)の各条件の達成により行使可能となった本新株予約権権利の全部または一部を、以下の区分に従っ
て、それぞれ行使することができる。但し、行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合
は、これを切り捨てた数とする。
（a）上記①の各条件を最初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌月１日から１年間： 当該条件で
新たに行使可能となった本新株予約権の25％まで

（b）上記①の各条件を最初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌月１日の１年経過後から１年
間： 当該条件で新たに行使可能となった本新株予約権の50％まで

（c）上記①の各条件を最初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌月１日の２年経過後から行使期間
終期まで： 当該条件で新たに行使可能となった本新株予約権の100％

③ 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役また
は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締
役会が認めた場合は、この限りではない。
④ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
⑤ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過する
こととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
⑥ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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３ 会社の体制及び方針
１．業務の適正を確保するための体制
取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容及び実行状況の概要は以下
のとおりであります。

内部統制基本方針
当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、当社の業務の適正を確保するため、当社の

果たすべき社会的責任を認識し、コーポレートガバナンスの充実と同時に、コンプライアン
ス経営を徹底し、リスク管理の観点から、各種リスクを未然に防止する内部統制システムを
構築しています。

1．当社グループの取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制
(1) 当社グループでは、法令及び定款を遵守するための社内規程を定めており、これらに
基づき職務を行うことを徹底しております。

(2) 当社グループでは、情報セキュリティ、労務、インサイダー、各種法令に関する社内
教育・研修等を定期的に実施することによりコンプライアンスへの理解を深め、健全な
職務執行を行う環境を整備しております。

(3) 当社グループでは、当社各部門及び子会社での職務執行状況について、当社の内部監
査室が監査を行い、問題点があれば当該部門に指摘するとともに、代表取締役社長及び
取締役に報告し、当該部門の改善を求め、業務の適正を確保しております。

(4) 当社グループでは、法令及び定款の違反行為を取締役又は使用人が知覚した場合は、
監査役又は匿名性の確保された社外窓口に通報できる体制を整えております。

2．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
(1) 取締役の職務の執行に係る情報（次に掲げる記録を含む）は、書面又は電磁的記録媒
体等への記録により、法令及び社内規程に基づき適切に保存及び管理しております。
・株主総会議事録
・取締役会議事録
・その他取締役の職務執行に関する重要な記録

(2) 取締役及び監査役が、取締役の職務の執行に係る情報の記録を随時閲覧できる体制を
整えております。
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3．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1) 当社グループでは「リスク管理規程」を定め、取締役会その他の重要な会議におい
て、事業活動に潜在する重大な損失の危機を特定し、その重大な損失の発生を知覚した
場合は、速やかに取締役会において報告する体制を整えております。

(2) 当社グループでは、優秀な人材の確保及び育成が重要と考え、積極的に採用活動及び
教育活動を行い、組織強化に努めております。

(3) 当社グループでは、情報セキュリティ、環境等に係るリスクについては、ISO27001
（情報セキュリティ）、ISO14001（環境）の各規程に準拠したマネジメントシステムを
構築し、分析・計画、実行、審査・レビュー、改善のマネジメントサイクルを維持し、
適正に職務執行を行う体制を確立するとともに、各担当部署及び各子会社にて規程・マ
ニュアル等を制定し教育・周知徹底を行っております。

(4) 当社グループでは、各部門長が業務遂行に係るリスクの定常管理を行い、従業員の相
互牽制によるリスク管理を実施するとともに、リスク管理のモニタリングについては、
内部監査部門を中心にコンプライアンス及びリスク管理の観点を踏まえて定期的に監査
を行っております。

4．当社及び当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制
(1) 当社グループ各社では、定時取締役会を毎月開催し、重要事項に関する意思決定を行
い、取締役の職務の執行を監督しております。また、当社グループ全体に影響を及ぼす
重要事項に関しては、多面的な検討を経た上で当社取締役会にて意思決定を行う体制を
整えております。

(2) グループ各社では、取締役及び役職のある使用人で構成される会議を定期的に開催
し、取締役会における決定事項に基づき、これを適切に執行するための基本的事項の意
思決定を機動的に行っております。

(3) 当社グループの取締役は、グループ各社の取締役会で決議された組織構成及び取締役
の職務分掌に基づき職務を執行しております。

(4) 当社では、取締役会の実効性評価を実施し、今後の取締役の職務の一層の適正化や効
率の向上を図っております。
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5．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
(1) 当社グループでは、法令及び定款を遵守するための社内規程を定めており、これらを
遵守し適切な取引を行うことを徹底しております。

(2) 当社は、グループ会社の役職員が参加する会議を開催することで、各グループ会社の
取締役等の職務執行に係る事項、経営内容、事業計画等の状況を確認する体制を整えて
おります。また、当該会議を通じて当社の経営情報の伝達を図る体制を整えておりま
す。

(3) 当社は、取締役が当社グループ間の取引の不正を知覚した場合は、速やかに取締役会
において報告し、監査役の監査を受ける体制を整えております。

6．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項、取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保
に関する事項
(1) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、取締役と監査役と
の協議の上、必要と認められる範囲で配置する体制を整えております。

(2) 監査役の職務を補助すべき使用人についての任命、解任等の異動に係る事項及び業務
評価の決定については、監査役会の事前の同意を得ることとしております。

(3) 監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の職務を補助すべき業務に関し、取締役
及び取締役会からの指示を受けないこととしております。

(4) 監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の指揮命令に従うものとし、他部署の業
務を兼務する場合は、監査役に係る業務を優先することとしております。
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7．当社グループの取締役及び使用人等が監査役に報告をするための体制、報告したことを理
由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制、その他監査役の監査が実効
的に行われることを確保するための体制
(1) 取締役は、監査役の出席する取締役会において随時その担当する業務の執行状況につ
いて報告を行っております。

(2) 監査役は、当社の取締役会その他取締役及び使用人が出席する重要な会議に出席でき
る体制となっております。

(3) 当社は、監査役が必要に応じ子会社の取締役会その他子会社の取締役が出席する重要
な会議に出席を求めることができる体制を整備しております。

(4) 当社グループの取締役及び使用人は、監査役の求めにより、業務執行に関する重要文
書の提供及び説明を行い、監査役の職務が円滑に行われるよう迅速かつ的確に協力する
こととなっております。

(5) 当社グループは、監査役へ報告を行った当社グループの取締役及び使用人に対し、当
該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止しております。

(6) 監査役に係る規程の改廃は監査役会が行っております。

8．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役は必要に応じて、法律・会計等の専門家に相談することができ、当社はその費用

を負担しております。また、監査役が職務の執行について必要な費用の前払い等の請求を
したときは、当社は速やかに当該費用又は債務を処理することとしております。

9．財務報告の信頼性を確保するための体制
当社は、財務経理担当執行役員を定め、財務報告に関する社内規程を整備し、「一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準」に準拠して連結財務諸表及び個別財務諸表を作成し、
当社及び連結子会社における財務報告の信頼性を確保します。

10．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備の状況
当社及び当社の子会社の倫理・行動規範に、反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

として、反社会的勢力・団体に対して毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断するとと
もに、反社会的勢力・団体の活動を助長もしくは加担するような行為は行わないことを定
めております。また、同倫理・行動規範については、常時社内及び当社の子会社内に掲示
し、教育・周知徹底を図ります。
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
(1) コンプライアンスに対する取り組みの状況

当社では、代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス・リスクマネジメント
委員会」を設置しており、当事業年度は12回開催し、定時取締役会に報告を行っており
ます。
当社の役員、執行役員及び従業員（パートタイマー、アルバイト、派遣社員を含む）

のすべてが「コンプライアンス規程」に従い、自主的に行動できるように周知しており、
対象とする遵守事項、行動規範についての具体的な行動基準を定めております。
なお、コンプライアンス規程に違反する行為が行われ、若しくは行われるおそれがあ

る場合に対応するため、「内部通報規程」に従い、内部通報窓口を社内と社外に設置し、
不正行為等の早期発見と是正に努めております。
また、内部監査につきましては、代表取締役社長が承認した内部監査計画に基づいて、

内部監査室が実施しております。
(2) 職務執行の適正及び効率性の確保に対する取組みの状況

当社の取締役会は、社外取締役２名を含む取締役８名で構成され、社外監査役３名も
出席しております。
「取締役会規程」の定めに従い、毎月１回の定時取締役会を開催し、決議事項の審議、
報告事項の審議等を行う他、その他重要事項に関しては、その都度臨時取締役会を開催
し適時対応しております。（当事業年度は18回開催）

(3) 損失の危険の管理に対する取組み状況
当社の主要な損失の危険について、「コンプライアンス・リスクマネジメント委員会」

を通じて各部署から報告を受けると共に、想定リスクの洗い出し及びリスク評価を実施
しております。
なお、情報セキュリティについては、情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳ

ＭＳ）による総合管理をＩＳＯ対策室が実施しております。
(4) 監査役監査の実効性の確保に対する取組みの状況

当社の監査役会は社外監査役３名で構成されており、定期に開催し、必要あるときに
随時開催しております。（当事業年度は14回開催）
また、常勤監査役を中心に監査方針、監査計画に基づき取締役会他、社内重要会議等

に出席し、経営の監視を行う他、業務執行状況の監査を行っております。
取締役の職務執行については、「監査役会規則」、「監査役監査基準」に従い、経営執行

に対する監査強化に努めております。
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４ 親会社等との間の取引に関する事項
１. 当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項
当事業年度において親会社等である上田満弘氏との間に第1回新株予約権の権利行使取引

が行われております。当社は付与に際し当社の利益を害することがないよう、「支配株主と
の取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に則り一般的な新株予約権
の内容及び条件から逸脱しない内容及び条件により、独立した第三者評価機関の評価した公
正価値に基づいた価額により付与しております。

２. 当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由
本新株予約権の内容および条件の妥当性については、当社取締役会に審議の上、取締役会

決議を行っております。当該取締役会決議に際して、支配株主と利害関係のない社外取締役
より、本新株予約権は、当社の企業価値向上に対する意欲や士気を一層高めることを目的と
して設計・付与されており、発行手続きについても、当社と支配株主等との間の利益相反を
回避する措置が適切にとられていることから、少数株主にとって不利益なものではない旨の
意見を得ております。

３. 取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の当該意見
該当する事項はございません。
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連結株主資本等変動計算書
（2022

2023
年
年
６
５
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2022年６月１日残高 458,446 551,479 1,643,903 △118,883 2,534,946

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 25,557 25,557 51,115

剰余金の配当 △183,360 △183,360

親会社株主に帰属する当期純利益 336,295 336,295

自己株式の取得 △42 △42

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 25,557 25,557 152,935 △42 204,008

2023年５月31日残高 484,004 577,037 1,796,839 △118,925 2,738,954

新株予約権 純資産合計

2022年６月１日残高 868 2,535,814

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 51,115

剰余金の配当 △183,360

親会社株主に帰属する当期純利益 336,295

自己株式の取得 △42

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △110 △110

当期変動額合計 △110 203,897

2023年５月31日残高 757 2,739,712

（注） 単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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連 結 注 記 表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 ２社
（2）連結子会社の名称 株式会社ケンネット

株式会社テクノアライアンス
２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

該当事項はありません。
（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

該当事項はありません。
３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① デリバティブ

時価法によっております。なお、ヘッジ会計の要件を充たす取引については、ヘッジ
会計を採用しております。

② 棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
商品、仕掛品
主に個別法
貯蔵品
最終仕入原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
レンタル資産
レンタル資産の経済的使用可能予測期間を耐用年数とし、当該期間満了時のレンタル
資産の見積処分価額を残存価額とする定額法によっております。

その他の有形固定資産
定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっており
ます。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ３～42年
車両運搬具 ２～６年
工具、器具及び備品 ２～15年
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② 無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウェア
ソフトウェア（自社利用）の見込利用可能期間を耐用年数（５年）とし、残存価額を
ゼロとする定額法によっております。
のれん
５年間の定額法により償却しております。

③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっておりま
す。

（3）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

（4）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップについては、特例処理の要件
を充たしているため、特例処理によっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
長期借入金に対しての利息を対象として金利スワップ取引を利用しております。

③ ヘッジ方針
金利変動リスクを回避するために、ヘッジ会計の要件を満たす範囲内でヘッジをおこ

なっております。
④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理によっているため、有効性の評価を省略しており
ます。

（5）重要な収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務
の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと
おりであります。
① レンタル料収入

レンタル期間の経過に伴い、役務の提供に対応して、契約上収受すべきレンタル料額
を収入として計上しております。なお、「リース取引に関する会計基準」に基づき収益
を認識しております。
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② ファイナンス・リース取引
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。なお、「リー

ス取引に関する会計基準」に基づき収益を認識しております。
③ ＩＴサービス、保守サービス
顧客との契約における履行義務の充足に従い収益を認識しております。

④ 商品販売
主に商品を顧客に引渡した時点で収益を認識しております。なお、収益認識会計基準

の適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品または製品の国内販売にお
いて、出荷時から当該商品または製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の
期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

（6）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。

（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当連結会計年度

有形固定資産 5,572,802
無形固定資産 128,967

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、事業及び地域を基本
単位とした資産のグルーピングを行っており、遊休資産及び売却予定資産については、当
該資産単独で区分する方法を採用しております。収益性が著しく低下した資産グループに
関しては、固定資産の帳簿価額を将来キャッシュ・フローに基づく回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。なお、回収可能価額を当
連結会計年度末における将来事業計画及び対象資産の売却見込み額を基礎として見積って
おります。
将来事業計画は、事業の属する市場環境・レンタル資産の稼働率等、対象資産の売却見
込み額はＩＴ機器の需給環境等を主要な仮定として算定しております。これら主要な仮定
は、将来の経済条件の変動等により影響を受けることから見積りの不確実性が高く、計画
した将来事業計画及び対象資産の売却見込み額が見積りと異なる場合、翌連結会計年度の
財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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（会計上の見積りの変更）
（耐用年数の変更）
当社は、レンタル資産について経済的使用可能予測期間を耐用年数としておりますが、新

基幹システムの運用開始によりレンタル契約に関する管理及び分析能力が向上し、その結
果、見込みレンタル契約期間に基づく経済的使用可能予測期間の長期化傾向が見込まれるこ
とが明らかになったことから、当連結会計年度の期首よりレンタル資産の耐用年数を見直
し、将来にわたって変更しております。
この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ175,930千円増加しております。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 4,572,094千円
２．当社は、中古パソコン等の仕入れ確保のため、買取保証契約を締結しております。その買
取保証額は9,554千円であります。

３．売掛金のうち顧客との契約から生じた債権の金額は以下のとおりです。
売掛金 84,783千円

４．流動負債の「その他」のうち契約負債の金額は以下のとおりです。
契約負債 637千円

（連結損益計算書に関する注記）
顧客との契約から生じる収益
売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載して

おりません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「（収益認識に関する注記）１．顧客と
の契約から生じる収益を分解した情報」に記載のとおりです。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 5,285,700株
２．剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2022年８月30日
定時株主総会 普通株式 183,360 36.00 2022年

５月31日
2022年
８月31日
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（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

決議予定 株式の
種 類 配当の原資 配当金の

総額(千円)
１株当たり
配当額(円) 基準日 効 力

発生日
2023年８月30日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 205,940 40.00 2023年

５月31日
2023年
８月31日

３．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間が到来しているもの）の目的と
なる株式の数
普通株式 11,675株

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達は銀行
等金融機関からの借入れによっております。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを
回避するために利用し、投機的な取引はおこなわない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金、未払金は、支払期日が集中しており、流動性リスクに晒されて

おります。
借入金及びリース債務の使途は、運転資金及び設備投資資金であり、金利変動リスクに
晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、リスク管理規程に従い、営業債権等について、販売営業部門並びに
レンタル担当部門が全社的に一括して把握し、必要に応じて信用調査を行う等、取引先
ごとに期日及び残高を管理すると共に、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握
や軽減を図っております。
② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

借入金の金利変動リスクについては、随時、市場金利の動向を監視する等により対応
しています。一部の長期借入金は変動金利であるため金利の変動リスクに晒されており
ますが、リスクをヘッジすることを目的として、変動金利を固定金利に変換するための
金利スワップ取引を行っております。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需
の範囲で行うこととしております。
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③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき財務経理グループが適時に資金繰計画を

作成・更新し、手許流動性を維持することにより、流動性リスクを管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2023年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。なお、「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人
税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省
略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（*1） 時価（*1） 差額

(1) 長 期 借 入 金 （*2） (4,148,222) (4,148,616) 393
(2) リ ー ス 債 務 （*3） (118,865) (111,493) △7,372
(3) デリバティブ取引（*4） － － －
(*1) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(*2) 長期借入金には１年内返済予定の長期借入金（1,756,080千円）が含まれております。
(*3) リース債務には１年内返済予定のリース債務（26,048千円）が含まれております。
(*4) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ

れているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により

算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。
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時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 － 4,148,616 － 4,148,616
リース債務 － 111,493 － 111,493
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で
割り引いて計算する方法により算定しております。
リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報告セグメント

その他
(*1) 合計ＩＴサブス

クリプショ
ン事業

ＩＴＡＤ事業

コミュニ
ケーショ
ン・デバ
イス事業

一時点で移転される財 783,017 1,867,005 186,072 5,450 2,841,545
一定の期間にわたり移転
される財 358,261 － － － 358,261

顧客との契約から生じる
収益 1,141,278 1,867,005 186,072 5,450 3,199,806

その他の収益(*2) 3,167,976 － 36,699 － 3,204,675

外部顧客への売上高 4,309,255 1,867,005 222,771 5,450 6,404,482
(*1)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、人材紹介・派遣事業であり
ます。

(*2)「その他の収益」には、「リース取引に関する会計基準」に基づき認識したレンタル収益が含まれて
おります。

２．収益を理解するための基礎となる情報
「連結注記表」の「重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約負債の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度期首 当連結会計年度末

契約負債 1,890 637
契約負債は、主に商品販売に関連して顧客から受領した前受金になります。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額

は、1,718千円であります。
（2）残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引はありませ
ん。また、残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記
載を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 531円99銭
２．１株当たり当期純利益 65円58銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（資産除去債務に関する注記）
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
（1）当該資産除去債務の概要

本社及び支店等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
（2）当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から４～19年と見積もり、割引率は国債の利回りで割引いて、
資産除去債務の金額を計算しております。

（3）当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 59,519千円
見積りの変更による増減額 569千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 4,550千円
時の経過による調整額 112千円
資産除去債務の履行による減少額 △4,520千円
期末残高 60,232千円
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株主資本等変動計算書
（2022

2023
年
年
６
５
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金
合計 利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

2022年６月１日残高 458,446 551,479 551,479 625 1,675,588 1,676,213

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 25,557 25,557 25,557

剰余金の配当 △183,360 △183,360

当期純利益 300,787 300,787

自己株式の取得

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 25,557 25,557 25,557 － 117,427 117,427

2023年５月31日残高 484,004 577,037 577,037 625 1,793,015 1,793,640

株主資本
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計

2022年６月１日残高 △118,883 2,567,255 868 2,568,123

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行使） 51,115 51,115

剰余金の配当 △183,360 △183,360

当期純利益 300,787 300,787

自己株式の取得 △42 △42 △42

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △110 △110

当期変動額合計 △42 168,500 △110 168,389

2023年５月31日残高 △118,925 2,735,755 757 2,736,513

（注） 単位未満の端数処理は、切り捨て表示によっております。
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個 別 注 記 表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式
移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法
デリバティブ
時価法によっております。なお、ヘッジ会計の要件を充たす取引については、ヘッジ会計
を採用しております。

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
（1）商品
主に個別法

（2）貯蔵品
最終仕入原価法

４．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）
レンタル資産
レンタル資産の経済的使用可能予測期間を耐用年数とし、当該期間満了時のレンタル資
産の見積処分価額を残存価額とする定額法によっております。
その他の有形固定資産
定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっておりま
す。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ３～42年
車両運搬具 ２～６年
工具、器具及び備品 ２～15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウェア
ソフトウェア（自社利用）の見込利用可能期間を耐用年数（５年）とし、残存価額をゼ
ロとする定額法によっております。
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（3）リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。
６．引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

７．ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップについては、特例処理の要件を
充たしているため、特例処理によっております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
長期借入金に対しての利息を対象として金利スワップ取引を利用しております。

（3）ヘッジ方針
金利変動リスクを回避するために、ヘッジ会計の要件を満たす範囲内でヘッジをおこな
っております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップについては、特例処理によっているため、有効性の評価を省略しておりま

す。
8．収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであり
ます。
（1）レンタル料収入

レンタル期間の経過に伴い、役務の提供に対応して、契約上収受すべきレンタル料額を
収入として計上しております。なお、「リース取引に関する会計基準」に基づき収益を認識
しております。
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（2）ファイナンス・リース取引
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。なお、「リース取
引に関する会計基準」に基づき収益を認識しております。

（3）ＩＴサービス、保守サービス
顧客との契約における履行義務の充足に従い収益を認識しております。

（4）商品販売
主に商品を顧客に引渡した時点で収益を認識しております。なお、収益認識会計基準の
適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品または製品の国内販売において、
出荷時から当該商品または製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であ
る場合には、出荷時に収益を認識しております。

（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当事業年度

有形固定資産 5,560,156
無形固定資産 125,615

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、事業及び地域を基本単位と

した資産のグルーピングを行っており、遊休資産及び売却予定資産については、当該資
産単独で区分する方法を採用しております。収益性が著しく低下した資産グループに関
しては、固定資産の帳簿価額を将来キャッシュ・フローに基づく回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。なお、回収可能価額を
当事業年度末における将来事業計画及び対象資産の売却見込み額を基礎として見積って
おります。
将来事業計画は、事業の属する市場環境・レンタル資産の稼働率等、対象資産の売却
見込み額はＩＴ機器の需給環境等を主要な仮定として算定しております。これら主要な
仮定は、将来の経済条件の変動等により影響を受けることから見積りの不確実性が高
く、計画した将来事業計画及び対象資産の売却見込み額が見積りと異なる場合、翌事業
年度の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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（会計上の見積りの変更）
（耐用年数の変更）
当社は、レンタル資産について経済的使用可能予測期間を耐用年数としておりますが、新

基幹システムの運用開始によりレンタル契約に関する管理及び分析能力が向上し、その結
果、見込みレンタル契約期間に基づく経済的使用可能予測期間の長期化傾向が見込まれるこ
とが明らかになったことから、当事業年度の期首よりレンタル資産の耐用年数を見直し、将
来にわたって変更しております。
この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益はそれぞれ175,930千円増加しております。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 4,567,068千円
２．当社は、中古パソコン等の仕入れ確保のため、買取保証契約を締結しております。その買
取保証額は9,554千円であります。

３．関係会社に対する金銭債権、債務
短期金銭債権 1,192千円
短期金銭債務 9,363千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

売上高 1,019千円
営業費用 90,641千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度期末

普通株式 137,156株 38株 － 137,194株
（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加38株であります。
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（税効果会計に関する注記）
１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
従業員未払賞与 29,594千円
未払費用 13,524千円
レンタル資産等減価償却 51,557千円
資産除去債務 17,385千円
貸倒引当金繰入 4,912千円
未払事業税 10,316千円
未払事業所税 1,541千円
その他 1,359千円
繰延税金資産小計 130,192千円
評価性引当額 △18,111千円
繰延税金資産合計 112,081千円
（繰延税金負債）
有形固定資産 △9,658千円
繰延税金負債合計 △9,658千円
繰延税金資産(負債)の純額 102,423千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、
当該差異の原因となった主要な項目別の内訳
法定実効税率 30.62％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.24％
住民税均等割 2.43％
評価性引当額 △0.15％
その他 △0.07％
小計 2.45％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.07％
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（関連当事者との取引に関する注記）
役員及び個人主要株主等

（単位：千円）

種類 会社等の
名称または氏名

議決権等の
所有(被所有)
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員 上田 満弘 (被所有)
直接7.3％ 当社代表取締役 新株予約権の

行使(注) 41,580 － －

（注）第１回新株予約権の当事業年度における権利行使を記載しております。なお、「取引金額」は、当事業
年度における新株予約権の権利行使による付与株式数に払込金額を乗じた金額を記載しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 531円37銭
２．１株当たり当期純利益 58円66銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

2023年07月26日 21時19分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）


